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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる経営体制を構築し、株主をはじめとした多くのステークホルダーの皆様の立場に立って、持
続的成長と企業価値の向上に努めていくことを基本方針としております。

この基本方針に基づき、当社は、健全で透明性の高いコーポレート・ガバナンス体制の強化充実を企業経営上の最重要課題の一つと位置付け、
経営の意思決定、業務執行体制の確立並びにグループ各社の独立採算性を重視する等、経営責任を明確化し、グループ経営の効率化と透明性
の確保に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則２－４① 女性活躍推進を含む社内の多様性の確保】

当社は、人的資源の多様性と育成が中長期的な企業価値の向上に資するものであるとの認識を踏まえ、性別、年齢、国籍、経歴等によって判断
することなく採用し、人事評価制度においても反映されております。当社グループにおける女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等につい
ても、特別な制限を設けることなく能力に応じて適切に判断し、実績として複数名、中途採用者や女性の管理職、外国人の組織責任者等を登用し
ております。引き続き、人的資源および働き方や雇用におけるダイバーシティの推進を図るべく、多様性確保に向けた人的資源育成方針と社内環
境の整備方針の策定を進め、実施状況とあわせた開示を検討してまいります。現在、多様性に関する測定可能な目標を設定するにあたり、基本
となる人事データの定期的な収集と管理、集計を海外生産拠点全体まで拡大し、適切な実態把握が可能となる体制づくりを進めており（「グローバ
ル人事データベース（仮称）」）、2023年３月期をめどに整備できる見込みです。

コーポレート・ガバナンス報告書の次回提出予定である2023年６月を目標に、測定可能な数値目標の設定とその実施状況、多様性確保に向けた
方針等に関して、適切に開示できる体制の整備に取り組んでまいります。

【補充原則３－１③ 情報開示の充実】

当社は、持続可能な社会の実現に向け、課題解決に対する企業責任として、グループ全体でサステナビリティに取り組むことが重要であるとの認
識しております。2021年度から2025年度を計画期間とする中期経営計画「ビジョン2025」においても、これまでの活動をさらに高め、グループ一丸
となって取り組むため、サステナビリティ方針を定め、取組みの拡充を図る旨を公表しております。人的資本や知的財産への投資等の観点も含
め、サステナビリティ委員会の立ち上げやサスティナビリティビジョンの浸透等、具体的な施策を実行に移し、その取り組みについて積極的に開
示・提供するよう検討を進めております。加えて、TCFDを基本的な枠組みとし、気候変動が当社の事業活動や収益に与えるリスク及び機会につい
てデータの収集と分析を行い、その結果や目標、進捗を適切に開示していく体制づくりに着手いたしました。これらの取り組みを通じ、気候変動リ
スクを適切に評価し、中長期的な経営戦略策定のベンチマークとして活用してまいります。

【補充原則４－２② 取締役会の役割・責務（２）】

当社は、中長期的な企業価値の向上を見据え、サステナビリティをめぐる課題対応を経営戦略の重要な要素として認識しており、中期経営計画に
おいてもサステナビリティ等について記載しております。サステナビリティへの取り組みについての基本方針を策定するとともに、人的資本・知的財
産への投資等の重要性も考慮し、経営資源の配分や事業ポートフォリオに関する戦略の実行が、当社の持続的な成長と企業価値の向上に資す
るため、取締役会において実効性のある監督が機能するよう体制の整備をすすめてまいります。

【補充原則４－11① 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社は、取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件として、以下のとおり認識しております。

１． 取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方

取締役会は、社外取締役を加えて多様性を重視し、専門知識や経験等のバックグラウンドが異なる取締役で構成し、慎重かつ迅速な意思決定を
すると共に、監督機能を果たすために最も効果的・効率的に発揮できる員数で構成する。

２． 取締役の選任に関する方針

(1) 会社法が定める取締役としての適格要件を満たす者であること

(2) 優れた人格・見識を有し、経営感覚に優れ、経営の諸問題に精通していること

(3) 全社的な見地で客観的に分析及び判断をして積極的に自らの意見を述べることができること

３．取締役の選任手続

取締役会において取締役候補者を選定し、株主総会に提案承認を受ける。

このような認識のもと、当社取締役会は、取締役５名のうち２名が独立社外取締役であり、他社での経営経験を含む多様な経歴や、職務経歴を
バックグラウンドとした客観的、独立的立場から意見を述べております。当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するための機関とし
て、取締役会はその機能を発揮しておりますが、今後も取締役会の実効性の更なる向上と取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスや多
様性、規模が最適となるよう努めてまいります。また、経営戦略に照らした当社に必要なスキルを特定するとともに、スキル・マトリックスの作成や
各取締役の有するスキル等の組み合わせ等について開示すべく準備を進めております。スキル・マトリックスについては、当社ホームページや招
集通知等での公開を予定しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

当社は、原則として政策保有株式は保有しませんが、取引の維持・拡大等事業上の関係強化や、当社の中・長期的な企業価値の向上等のため
にやむなく保有するケースがあります。

政策保有株式の保有の適否については、取締役会等において、保有目的や取引状況、中・長期的な見通し等を総合的に勘案し、保有の妥当性



が認められない場合は、株価や市場動向を考慮して適時・適切に売却をすすめる方針です。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者間の取引を行う場合には会社に不利益を与え、一部の特定株主に利益を付与することがないよう、取締役会の決議を要する
ものと取締役会規則で定めており、毎年、関連当事者間の取引結果を取締役会に報告し決議承認を経ております。

【原則２－６. 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、コードが想定している基金型・規約型の確定給付年金及び厚生年金基金を制度として導入しておりません。

【原則３－１．情報開示の充実】

（１）経営理念等や経営戦略、経営計画

有価証券報告書等で開示しております。また、当社ホームページ等で積極的な開示に努めて参ります。

（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

上記「Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 １．基本的な考え方」をご覧下さい。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

取締役の報酬は、基本報酬、賞与及び非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬等）で構成されており、株主総会で決議された報酬限度額が上限となっ
ております。

基本報酬は、取締役に対し、職位や職責に応じて、固定的な報酬として毎月支給しているものであります。その額の決定に関しては、取締役会か
らの諮問に基づき、取締役会の任意の諮問機関である指名報酬委員会における審議・答申を経て、取締役会で決定し、取締役会は、その額や算
定方法に関する方針の決定について、代表取締役である松岡典之氏に一任しております。なお、報酬限度額は、2001年６月30日開催の第45回定
時株主総会において、年額240百万円以内と決議されております。

賞与に関しては、会社の事業成果等を反映し支給される場合があります。賞与の金額は株主総会において承認された限度額の範囲内で支給さ
れます。その額の決定に関しては、取締役会からの諮問に基づき、取締役会の任意の諮問機関である指名報酬委員会における審議・答申を経
て、取締役会で決定し、取締役会は、その額や算定方法に関する方針の決定について、代表取締役である松岡典之氏に一任しております。賞与
を支給する場合は決定方針に基づき報酬額を決定した後、速やかに支給し、具体的な時期は取締役会が代表取締役に一任しております。

非金銭報酬は、取締役（社外取締役を除く）に対して中長期的な業績や株価向上へのインセンティブとするため、株式報酬として金銭報酬債権を
払込金額とした譲渡制限期間を３年とする譲渡制限付株式を発行しております。また、対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社の取締役会が
予め定める地位を退任した場合、その退任につき、任期満了、死亡その他正当な理由がある場合を除き、割当株式を当社が無償で取得します。
非金銭報酬の金額は株主総会において承認された限度額の範囲内で決定され、当該金額の金銭報酬債権を払込金額として譲渡制限付株式で
支給されます。その額の決定に関しては、取締役会からの諮問に基づき、取締役会の任意の諮問機関である指名報酬委員会における審議・答申
を経て、取締役会で決定いたします。支給時期については、取締役会において決定いたします。なお、報酬限度額は、2019年６月27日開催の第63
回定時株主総会において上記の報酬限度額とは別枠の年額48百万円以内と決議されております。

基本報酬及び賞与と非金銭報酬との割合の決定については、各報酬の限度額の範囲内で、経営状況や各取締役の職責等を総合的に勘案して、
金額配分を行うこととしております。

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっては、指名報酬委員会において審議を経た答申に基づき、経営もしくは監査に
携わる者として高度な人格と資質を備え、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の増大に資する者であるか否かを重視し、取締役会で審
議、決定しております。

（５）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

株主総会招集通知記載の取締役及び監査役選任議案において個々の選解任理由を記載しております。

【補充原則４－１① 取締役会の役割・責務(1)】

取締役会の決議事項は法律や定款で定める事項の他、社内で開示されている取締役会規則で定めており、経営陣に対する委任の範囲は明確に
なっております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社では独立社外取締役の独立性判断基準を以下のように定めております。

当社は、社外役員（社外取締役及び社外監査役）の独立性基準を以下のとおり定め、社外役員が次の項目のいずれにも該当しない場合、当該社
外役員は当社からの独立性を有し、一般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断する。

１．当社及び当社の子会社の業務執行者（※１）

２．就任前10年間において当社及び当社子会社の業務執行者（※１）であった者

３．当社を主要な取引先（※２）とする者又はその業務執行者（※１）

４．当社の主要な取引先（※２）又はその業務執行者（※１）

５．当社の主要な借入先（※３）又はその業務執行者（※１）

６．当社又は当社の子会社の会計監査人の社員、パートナー又は従業員

７．当社から役員報酬以外に多額の金銭（※４）その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家

８．当社から多額の金銭（※４）の寄付又は助成を受けている団体の理事その他の業務執行者（※１）

９．当社の大株主（※５）又はその業務執行者（※１）

１０．当社が大株主（※５）となっている企業等の業務執行者（※１）

１１．最近（※６）において上記３から10のいずれかに該当していた者

１２．上記１から11のいずれかに掲げる者（重要でない者（※７）を除く）の近親者（※８）

※１ 業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員、その他の使用人をいう。

※２ 主要な取引先とは、ある取引先と当社グループとの取引において、当該取引先の最終事業年度における年間連結売上の２％の金額を超え

る支払いを当該取引先に行った場合、又は、当社の最終事業年度における年間連結売上の２％の金額を超える支払いを当社グループに行った
場合をいう。

※３ 主要な借入先とは、当社の連結総資産の２％の金額を超える借入を行っている場合をいう。

※４ 多額の金銭とは、当該金銭を得ている者が個人の場合には年間1,000万円超、団体の場合には年間1,000万円、又は当該団体の年間連結売

上の２％のいずれか高い額を超える場合をいう。

※５ 大株主とは、総議決権数の10％以上の議決権を保有する者をいう。

※６ 最近とは、当該役員選任の１年前までをいう。

※７ 重要でない者とは、会社の役員・部長クラス、監査法人に所属する公認会計士、法律事務所に所属する弁護士、コンサルタント、会計専門

家、法律専門家、団体の理事又はこれらに準じる者に該当しない者をいう。

※８ 近親者とは、配偶者及び２親等以内の親族をいう。

【補充原則４－10① 任意の仕組みの活用】

当社は、取締役総数５名のうち、独立社外取締役２名で取締役会を構成しており、取締役会の任意の諮問機関として2019年３月に社外取締役お
よび社外監査役が過半数を占める指名報酬員会を設置し、ガバナンス強化を図っております。同委員会の構成に関しては、独立社外取締役が過
半数を占めていないものの、構成メンバーである独立社外監査役２名を含めれば、社外役員が過半数を占めており、加えて、独立社外監査役が
同委員会委員長を務めていることからも、同委員会の独立性は十分担保されていると判断しております。

引き続き同委員会の機能を発揮し、後継者計画を含む取締役の指名、報酬やジェンダー等の多様性、スキルといった観点からも適切な関与・助



言を行い、公平性・客観性・透明性を高め、取締役会の監督機能の強化を図るしくみを整備してまいります。

【補充原則４－11② 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社の取締役及び監査役が他の上場会社の役員を兼任している場合には、株主総会招集通知の事業報告及び取締役及び監査役選任議案に
記載しております。当社としましても社外取締役及び社外監査役が兼任している会社が多ければ、当社での活動も阻害する可能性があるため、社
外取締役及び社外監査役に対して他の上場会社の役員の兼任状況を申告していただいております。

【補充原則４－11③ 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社は2021年10月に各役員に対し、アンケート方式にて自己評価を実施し、その集計結果について取締役会において分析・評価を実施しており
ます。その概要は、当社ホームページにおいて開示しております。（https://www.matuoka.co.jp/ir/governance.html）

【補充原則４－14② 取締役・監査役のトレーニング】

当社は、取締役・監査役に対して、その機能を十分に果たすことを可能にするため、会社法及び情勢に適した内容で様々な研修機会を提供してお
ります。引き続き社内外を問わず積極的に知識習得、研鑽に努めてまいります。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主との建設的な対話を促進するために情報取扱責任者として取締役を選任し、専属のIR担当部署を設置しております。決算説明会の
実施の他、個別面談等、幅広く株主との対話の場を設け、株主の意見を取締役会等で報告し経営に反映させます。

また、決算発表前にはサイレント期間を設けIR活動を自粛するなど、株主に対し公平な情報開示に努めてフェア・ディスクロージャー・ルールを遵
守してまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

松岡　典之 1,541,300 15.72

合同会社マツオカカンパニー 1,475,000 15.04

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 864,900 8.82

株式会社広島銀行 420,000 4.28

BNYMSANV AS AGENT/CLIENTS LUX UCITS NON TREATY 1 400,900 4.08

合同会社パインヒルコーポレーション 300,000 3.06

日本生命保険相互会社 250,000 2.55

神原汽船株式会社 250,000 2.55

倉敷紡績株式会社 250,000 2.55

三菱UFJキャピタル株式会社 225,000 2.29

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 繊維製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

江島 貴志 他の会社の出身者

中川 康明 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



江島 貴志 ○ ―――

元企業経営者としての豊富な経験と高い見識
を当社の経営に活かしていただくため、社外取
締役として選任しております。

また、江島 貴志氏は東京証券取引所が定める

独立役員の要件を充たしており、かつ当社との
間に特別な利害関係がないため、一般株主と
利益相反の生じる恐れはないものと判断し、独
立役員に指定しました。

中川 康明 ○ ―――

アパレル業界における豊富な知識及び元企業
経営者としての豊富な経験と高い見識を当社
の経営に活かしていただくため、社外取締役と
して選任しております。

また、中川 康明氏は東京証券取引所が定める

独立役員の要件を充たしており、かつ当社との
間に特別な利害関係がないため、一般株主と
利益相反の生じる恐れはないものと判断し、独
立役員に指定しました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 4 0 1 1 0 2 その他

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 4 0 1 1 0 2 その他

補足説明

指名報酬委員会は、指名委員会と報酬委員会の双方に相当する機能を担う任意の委員会であり、取締役、監査役の指名、取締役の報酬の額の
決定等について、その評価、決定プロセスを透明化・客観化することで監督機能の強化を図り、コーポレート・ガバナンス体制をより一層充実させ
るため、諮問機関として設置しております。現在は、代表取締役社長及び東京証券取引所が定める独立役員である社外役員３名で構成しており
ます。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携を図るため、定期的にミーティングの場を設けて意見交換しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

岡 耕一郎 弁護士

松本 久幸 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

岡 耕一郎 ○ ―――

弁護士として培われた専門的な知識・経験等を
当社グループの監査体制に活かしていただくた
め、社外監査役として選任しております。

また、岡 耕一郎氏は東京証券取引所が定める

独立役員の要件を充たしており、かつ当社との
間に特別な利害関係がないため、一般株主と
利益相反の生じる恐れはないものと判断し、独
立役員に指定しました。

松本 久幸 ○ ―――

公認会計士・税理士として培われた専門的な
知識・経験等を当社グループの監査体制に活
かしていただくため、社外監査役として選任して
おります。

また、松本 久幸氏は東京証券取引所が定める

独立役員の要件を充たしており、かつ当社との
間に特別な利害関係がないため、一般株主と
利益相反の生じる恐れはないものと判断し、独
立役員に指定しました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入、その他



該当項目に関する補足説明

（１）ストックオプション制度

当社の社内取締役と従業員の業績向上に対する意欲や士気をいっそう高めることにより、当社の健全な経営と社会的信頼の向上を図ることを目
的としてストックオプション制度を導入しております。

（２）その他

当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、社外取締役
を除く取締役に対し、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社内監査役、従業員

該当項目に関する補足説明

原則として社内取締役と従業員を対象者としております。ストックオプションを付与している社内監査役（１名）は付与した当時、社内取締役であり、
社内取締役の資格のもとでストックオプションを付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書で取締役及び監査役ごとに報酬の種類別総額を開示しており、連結報酬等の総額が1億円以上である者の連結報酬等の総額を
個別開示しています。なお、2022年３月期における代表取締役社長松岡典之に対する報酬等の総額は135百万円であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬は、基本報酬、賞与及び非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬等）で構成されており、株主総会で決議された報酬限度額が上限となっ
ております。

基本報酬は、取締役に対し、職位や職責に応じて、固定的な報酬として毎月支給しているものであります。その額の決定に関しては、取締役会か
らの諮問に基づき、取締役会の任意の諮問機関である指名報酬委員会における審議・答申を経て、取締役会で決定し、取締役会は、その額や算
定方法に関する方針の決定について、代表取締役である松岡典之氏に一任しております。なお、報酬限度額は、2001年６月30日開催の第45回定
時株主総会において、年額240百万円以内と決議されております。

賞与に関しては、会社の事業成果等を反映し支給される場合があります。賞与の金額は株主総会において承認された限度額の範囲内で支給さ
れます。その額の決定に関しては、取締役会からの諮問に基づき、取締役会の任意の諮問機関である指名報酬委員会における審議・答申を経
て、取締役会で決定し、取締役会は、その額や算定方法に関する方針の決定について、代表取締役である松岡典之氏に一任しております。賞与
を支給する場合は決定方針に基づき報酬額を決定した後、速やかに支給し、具体的な時期は取締役会が代表取締役に一任しております。

非金銭報酬は、取締役（社外取締役を除く）に対して中長期的な業績や株価向上へのインセンティブとするため、株式報酬として金銭報酬債権を
払込金額とした譲渡制限期間を３年とする譲渡制限付株式を発行しております。また、対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社の取締役会が
予め定める地位を退任した場合、その退任につき、任期満了、死亡その他正当な理由がある場合を除き、割当株式を当社が無償で取得します。
非金銭報酬の金額は株主総会において承認された限度額の範囲内で決定され、当該金額の金銭報酬債権を払込金額として譲渡制限付株式で
支給されます。その額の決定に関しては、取締役会からの諮問に基づき、取締役会の任意の諮問機関である指名報酬委員会における審議・答申
を経て、取締役会で決定いたします。支給時期については、取締役会において決定いたします。なお、報酬限度額は、2019年６月27日開催の第63
回定時株主総会において上記の報酬限度額とは別枠の年額48百万円以内と決議されております。

基本報酬及び賞与と非金銭報酬との割合の決定については、各報酬の限度額の範囲内で、経営状況や各取締役の職責等を総合的に勘案して、
金額配分を行うこととしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

業務を補佐する専属の部署やスタッフはおりませんが、必要に応じて管理本部のスタッフが事務を担当し業務を補助しております。また、取締役
会資料の事前配付や説明に努め、都度、個別適宜に情報を提供して社外取締役及び社外監査役から助言をいただくなど、意見を経営に反映さ
せております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1) 取締役及び取締役会

当社の取締役会は５名(うち、社外取締役２名)で構成されており、原則として月１回以上開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催して
おります。取締役会では、経営上の意思決定機関として、「取締役会規則」に基づき重要事項を決議する一方、当社の業務執行を決定し、取締役
の職務執行の監督、代表取締役の選定・解職を行う権限を有しております。また、取締役会には監査役が出席し、取締役の職務執行状況の監査
をしております。

(2) 監査役及び監査役会

当社は監査役会を設置しており、常勤監査役２名と社外監査役２名で構成されております。監査役会は、原則、毎月１回開催するとともに、必要に
応じて臨時監査役会を開催し、監査計画の策定、監査実施状況及び監査結果等の検討等、監査役相互間の情報共有を図っております。

各監査役は、取締役会及び経営戦略会議などの重要な会議に出席し意見を述べるなど、取締役及び執行役員の業務執行の適正性及び効率性
について監査しております。また、代表取締役との定期的な面談を実施し、重要課題に関する意見交換を行うとともに、内部監査室及び会計監査
人と情報交換・意見交換を通して監査役監査の実効性の向上に努めております。

(3) 経営会議

代表取締役、取締役、日本に在籍し且つ、子会社に出向していない執行役員メンバーとする経営会議を毎月開催しております。当社をはじめとす
るグループ全体の経営の基本方針および経営活動を強力に推進するとともに、重要事項を協議検討し、業務執行に関する事項について取締役
会に次ぐ意思決定をする機関として設置し、必要に応じて取締役会へ方針や施策等を具申しております。

(4) 指名報酬委員会

取締役、監査役の指名、取締役の報酬の額の決定等について、その評価、決定プロセスを透明化かつ客観化することで、監督機能の強化を図
り、コーポレート・ガバナンス体制をより一層充実させるため、過半数を社外役員で構成した取締役会の諮問機関である指名報酬委員会を設置し
ております。取締役等の候補者指名や報酬等に関して、取締役会からの諮問を受けて検討し、取締役会への答申を行うほか、必要と判断した事
項について検討し、取締役会への提案を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社の取締役会は、各分野の最高執行責任を負う取締役が、業務における適正性、効率性の確保に努め、各取締役から毎月１回以上の取締役
会への報告を通じて、相互に監督がなされる体制となっております。

また、当社の監査役会は、４名のうち２名を社外監査役としているほか、内部監査室や会計監査人と連携し、取締役及び執行役員の職務執行状
況を厳正にチェックしております。指名報酬委員会は、取締役会の任意の諮問機関として、取締役等の指名・報酬に関する意思決定について監督
機能を強化しております。これらの状況から、経営監視機能は十分に機能する体制が整っていると判断し、当該体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

現在は法定の発送日で招集通知の発送を行っておりますが、今後は発送業務の効率化
等により発送期間を短縮できるよう努めてまいります。

また、株主総会招集通知を東京証券取引所及び当社ホームページで閲覧ができるように
しております。

集中日を回避した株主総会の設定
第66回定時株主総会は、第一集中日とされた2022年６月29日を避け、2022年６月24日に
開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 2021年３月期の第65回定時株主総会より導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームへの参加については、2021年３月期の第65回定時株主
総会より導入しております。

招集通知（要約）の英文での提供 東京証券取引所及び当社ホームページに招集通知の英文を掲載しています。

その他 株主総会において、事業報告等をビジュアル化し、わかりやすい説明に努めております。

２．ＩＲに関する活動状況



補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを作成し、当社ホームページのIR情報サイトで公表
しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催

幅広く株主に情報発信できるように、個人投資家向け説明会を2019年12月に
開催いたしましたが、それ以降は、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受
け、感染予防等の観点から、説明会の開催を見合わせました。今後、開催可
能な状況となりましたら、実施に向けて検討してまいります。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

幅広く株主に情報発信できるように、アナリスト・機関投資家向けに説明会を20
19年11月に開催いたしました。それ以降は、新型コロナウイルス感染拡大の影
響を受け、感染予防等の観点から、当初2020年５月に予定しておりました説明
会を中止しましたが、2020年11月及び2021年11月に動画配信（オンデマンド）
による説明会、2022年５月にはオンラインライブ形式による動画配信にて説明
会を実施いたしました。引き続き情報発信の手法等も検討しながら、積極的な
情報発信を行うべく、実施に向けて検討してまいります。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
幅広く株主に情報発信できるように、海外投資家向けに説明会を2018年10月
に開催いたしました。以後、新型コロナウイルス感染拡大の影響等により実施
しておりませんが、今後も定期的な開催に向けて実施を検討してまいります。

あり

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページのIR情報サイトに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR管掌する部署として管理本部内に広報ＩＲ室を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

制定しているコンプライアンスに関わる規程を遵守し、企業の社会的責任を果たしてまいり
ます。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
水質環境の改善等の環境保全活動に従事しております。また、工場が所在する各国の労
働法等を遵守し、労働環境の向上に努めております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

株主、顧客、仕入先、従業員等のステークホルダーの利害調整を図るため適時に公平誠
実な情報開示に努めてまいります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システムに関する以下の基本方針に従って内部統制システムを整備することにより、適法かつ効率的に業務を執行する体制の
確立を図ります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 取締役会は、法令、定款及び取締役会規則に基づき、重要事項を決定するとともに、取締役の業務の執行を監督する。

② コンプライアンスに関わる規程に基づき、委員会等を設置し、コンプライアンス活動を推進する。

③ 内部通報制度の整備により、社員等から法令違反行為の情報提供を受け付けると共に、社内相談窓口を設け、コンプライアンス体制の強化・

充実を図る。

④ 社長直轄の内部監査室を設置し、内部監査規程に基づき、法令、定款及び社内規程の遵守状況等について、定期的に内部監査を実施する。

⑤ 財務報告に関する内部統制を整備し、財務報告の適正性を確保するための体制の充実を図る。

(2) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

① 社内規程を整備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図る。

② 取締役会の諮問機関として、過半数が社外役員で構成される指名報酬委員会を設置する。取締役及び監査役等の選解任に関する基本方針・

基準・選定手続等、並びに取締役等の報酬に関する事項の審議を行い、その結果を取締役会に答申する。

③ グループ全体の経営の基本方針及び経営活動を推進し、重要事項の協議検討、取締役会に次ぐ業務執行の意思決定機関として、「経営会

議」を設置し、定期的に開催する。

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

経営に関する重要文書や重要情報等について、法令及び社内規程の定めにより、適切に保存・管理する。

(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスクマネジメントに関わる規程を整備し、委員会等を設置し、リスク管理体制の整備を推進する。



(5) 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 子会社管理・報告体制

・グループ会社管理の主管部署を定め、グループ会社経営に関する社内規程に従い、経営管理・経営指導を行う。

・子会社の経営状況について、当社経営陣に対して直接報告される会議を設置し、定期的に開催する。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

子会社に対し、事業内容・規模等を考慮の上、リスクマネジメント体制の構築を指導し、定期的に活動状況の報告を受けることにより、グループ全
体のリスクを管理する。

③ 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・子会社には原則として取締役及び監査役を派遣して業務の適正を確保する。子会社の経営上重要事項に関しては、当社の事前承認を要する事
項及び当社への報告を要する事項を取り決める。

・連結ベースでの経営計画を策定し、当該経営計画の達成のため子会社の経営指導にあたる。

④ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・「VMV (Vision ・Mission・ Values)・行動基準」を当社グループ共通の基準として子会社に周知し、子会社に対して所在国における法令等を勘案し

経営環境に応じた行動規範や各種規程の制定を求める。

・子会社の取締役等及び使用人による内部通報について、状況が適切に当社に報告される体制を整備する。

(6) 監査役への報告に関する体制及びその報告をした者がそれを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

① 当社グループの取締役等、使用人及び子会社の監査役は、当社監査役に対し報告すべき法定の事項に加え、監査役からの要請に応じ、職務

の執行に関する事項を報告する。

② 監査役へ報告を行った者に対し、それを理由として不利な取扱いを行わないことを確保する。

(7) 監査役の職務の執行について生じる費用・債務の処理方針に関する事項

監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において確認の上、速
やかに当該費用または債務を処理する。

(8) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指示

の実行性の確保に関する事項

① 当社は、監査役の求めがある場合、監査役の職務を補助すべき専任スタッフを配置するものとし、その人事については、監査役と事前に協議

を行う。

② 監査役の専任スタッフは、監査役の指示に従ってその職務を行う。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は重要な決定及び業務執行の状況を把握するために、取締役会等の会議に出席するほか、取締役とのミーティング、子会社への往査

を実施し、会計監査人と相互に連携を図る。

② 内部監査室は、監査役との間で、各事業年度の内部監査計画の策定、内部監査結果等につき、情報交換及び連携を図る。

内部統制システムについては、不断の見直しによって継続的に改善を図り、より適正かつ効率的な体制の構築に努める。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方は、「反社会的勢力排除規程」で定め、反社会的勢力及び団体とは関係を持たず、不当・不法な要求
には一切応じないものとする。「反社会的勢力対応マニュアル」を役員・従業員に周知徹底し、反社会的勢力に対する対応は管理部と連携し、必
要に応じて、早期に顧問弁護士や警察等に相談し適切な措置を講ずる。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――





【適時開示体制の概要（模式図）】

当社各部門・グループ会社

決定事実 決算情報 発生事実

所管部門担当取締役

情報取扱責任者（経営企画室室長）

代表取締役社長取締役会

情報取扱責任者（経営企画室室長）

東京証券取引所（TDnet）

報告 報告 報告

報告

報告

報告

付議 報告

開示の指示 開示の指示

（開示後、当社ホームページのIRサイトにも速やかに公開）

当社各部門・グループ会社

所管部門担当取締役

情報取扱責任者

代表取締役取締役会

情報取扱責任者

東京証券取引所（TDnet）

報告 報告 報告

報告

報告

報告

付議 報告

開示の指示 開示の指示

決定事実・決算情報・発生事実の適時開示

（開示後、当社ホームページのIRサイトにも速やかに公開）


